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平成 26 年度の入札・契約における 

総合評価落札方式等の改正について【港湾空港関係】 

 

総合評価落札方式において、平成 25 年 4 月より施工能力の評価と技術提案の評価に二極

化する方式（総合評価二極化）を試行しておりますが、平成 26 年 4 月より更なる技術評価

に関する透明性・公平性の確保、民間企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保、技

術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低減・効率化を図るため、別添資料のとお

り運用基準を一部改正することとしたのでお知らせします。 
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平成26年度の入札・契約における総合評価落札方式等の改正

【港湾空港関係】

平成２６年３月１０日に総合評価委員会（第二部会）（別紙参照）において、平成２６年度の入

札契約における総合評価落札方式等にかかる以下の運用基準の改正について、ご審議いただ

きました。 これをふまえ、平成２６年４月１日以降に公告手続きを行う案件より適用します。

【工事】

方針Ⅰ：技術評価に関する更なる透明性・公平性の確保

変更なし（継続）

方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（１）競争環境の確保

①配置予定技術者の参加要件の緩和【一部見直し】（参考資料 Ｐ３）

施工実績（専任技術者）における同種工事の数値要件について、これまで施工実績（企業）に

おける同種工事の要件と同等に設定していたが、技術者不足のため、技術者が確保出来るよう

工事毎の内容を踏まえ、技術者の技術要件や数値要件を緩和することとした。

②参加資格における企業の営業拠点【一部見直し】（参考資料 Ｐ４）

標準発注等級が「Ｂ等級」であるが「Ａ等級」を加えて発注する場合、Ａ等級企業の営業拠点

を当該県内に建設業法に基づく本店、支店又は営業所が所在することとした。

（２）評価項目の更なる見直し

①工事で使用する作業船保有状況の評価【新規設定】（参考資料 Ｐ５）

港湾工事の実施にあたり、必要不可欠な作業船の保有及び買い換えの促進を図るため、工

事で使用する作業船の保有状況等の評価項目を設定することとした。

②若手技術者等の雇用【新規設定】（参考資料 Ｐ６～７）

「地域社会の担い手確保に資する評価の導入」を踏まえ、若手技術者の育成につながる評価

項目について設定することとした。

③技能者の配置状況の評価【一部見直し】（参考資料 Ｐ８）

「元請負者職員における当該工事内容に該当する登録基幹技能者の配置状況」について、

加算点取得状況等から対象を下請予定者まで拡大等の見直しすることとした。

④優良工事表彰または安全管理優良請負者表彰工事の評価【一部見直し】（参考資料 Ｐ８）

「工事で使用する作業船保有状況の評価」を評価する場合、工事成績優秀企業認定制度の表

彰（ゴールドカード制度）については、「優良工事表彰または安全管理優良請負者表彰」と併用

項目として評価することとした。
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⑤継続教育(CPD)の評価【一部見直し】（参考資料 Ｐ９）

各団体推奨単位を満足している取得には加算点の満点を与え、各団体推奨単位の５割を満

足してる取得には半分の加算点与えるように評価基準の見直しを行うこととした。

⑥資格の取得状況の評価【一部見直し】（参考資料 Ｐ１０）

各工事種別毎に関連のある資格を設定し、その対象資格のみを評価することとした。

⑦災害協定締結の有無及び災害時に活用可能な作業船の自社保有状況の評価【一部見直し】

（参考資料 Ｐ１１）

作業船の保有評価の形態については、自社保有の他、共同保有についても評価の対象とす

ることとした。

また、【企業の能力等】で「工事で使用する作業船保有状況の評価」を設定した場合、「災害

協定締結の有無」のみを設定することとした。

方針Ⅲ：技術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低減・効率化

（１）技術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低減

①総合評価落札方式適用区分【一部見直し】（参考資料 Ｐ１２）

施工能力評価型Ⅰ型（施工計画重視型、地域貢献等追加）について、総合評価タイプと工事

内容の適合性を踏まえ、施工能力評価型Ⅰ型（地域貢献等追加）へ見直しを行い、競争参加

者、発注者の負担低減を図ることとした。

②総合評価落札方式の適用区分に応じた技術的所見数の設定【一部見直し】

（参考資料 Ｐ１３～１４）

施工能力評価型Ⅰ型及び施工能力評価型Ⅰ型（地域貢献等追加）について、総合評価タイプ

と工事内容の適合性を踏まえ、工事技術的難易度に応じた技術的所見数の見直しを行い、競

争参加者の負担低減を図ることとした。

●入札方式及び総合評価方式の試行

（１）専任補助者の配置による若手技術者育成型の試行工事の実施（参考資料 Ｐ１５）

現場経験が少ない等、主任（監理）技術者に登用されにくい若手技術者の育成、技術力向上を

目指し、経験豊富な専任補助者を配置し、専任補助者を若手技術者の代わりに総合評価の評価

対象とする工事を試行する。

（２）地元企業活用促進型

平成25年度と同様に数件程度実施する予定。（参考資料 Ｐ１６）

（３）入札工事説明会（試行）に係る取り組み（参考資料 Ｐ１６）

平成25年度と同様に「補足資料」を添付すると共に、工事内容が複雑な橋梁工事等については

インターネットを活用した「入札工事説明会」を試行する。

【業務】

方針Ⅰ：品質の向上及び競争性の確保

（１） 競争性の確保

入札方式の決定（参考資料 Ｐ１７）

更なる競争性の確保のため、通常指名競争入札方式を原則採用しないこととした。
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方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（１）評価項目の更なる見直し

①若手技術者育成支援制度の試行の追加（参考資料 Ｐ１７）

若手技術者育成のため、企業として品質を確保しつつ、若手の管理技術者を育成するための

技術者（管理補助技術者）を配置する事を可能とした。

②評価項目及び評価ウエイトの見直し（参考資料 Ｐ１８～２０）

プロポーザル方式及び総合評価落札方式における評価項目及び評価ウエイトについて、以

下のとおり見直すこととした。

１）総合評価落札方式（標準型２テーマを除く）において、実施方針の「その他」（有益な代替

案等）の評価項目は廃止することとした。

２）総合評価落札方式及びプロポーザル方式において、特定テーマの「評価テーマ間の整合

性」の評価項目は廃止することとした。

３）総合評価落札方式において、「価格評価点：技術評価点＝１：２」の業務は、１テーマとす

ることとした。

４）総合評価落札方式において、「価格評価点：技術評価点＝１：２」を１テーマに変更すること

に伴い、予定管理技術者の「経験及び能力」と「技術提案」の評価点割合は、２３％：７７％

とすることとした。
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（別 紙）

中国地方整備局 総合評価委員会（第二部会）の委員

土田 孝 広島大学大学院教授

鎌倉 秀章 中国経済連合会専務理事

柗見 吉晴 鳥取大学大学院教授



平成26年3月18日

中国地方整備局

港湾空港部

平成26年度の入札・契約及び
総合評価の実施方針について

（参考資料）



施工体制確認型総合評価方式の適用拡大

◆平成２５年度４月より運用している施工能力の評価と技術提案の評価に二極化する方
式【総合評価二極化（案）】の導入効果と運用上の課題を整理しながら、更なる①技術
評価に関する透明性・公平性の確保、②民間企業（特に地元建設業）の技術力が十分
発揮できる競争環境の確保、③技術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低
減・効率化を図るため、運用基準の一部見直しを行う。

１．平成２６年度の入札・契約の基本方針

港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度の入札・契約及び総合評価の実施方針について

1

方針Ⅰ：技術評価に関する更なる透明性・公平性の確保

（１）より公平な技術評価方法への更なる改善【継続】

（２）技術評価結果について競争参加者へ提供する情報の充実【継続】

方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（１）競争環境の確保
①配置予定技術者の参加要件の緩和【一部見直し】
②競争参加資格における企業の営業拠点【一部見直し】



施工体制確認型総合評価方式の適用拡大

方針Ⅲ：技術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低減・効率化

（１）技術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低減・効率化

①総合評価落札方式適用区分【一部見直し】
②総合評価落札方式の適用区分に応じた技術的所見数の設定【一部見直し】

港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度の入札・契約及び総合評価の実施方針について

（２）評価項目の更なる見直し
①工事で使用する作業船保有状況の評価【新規設定】
②若手技術者等の雇用【新規設定】
③技能者の配置状況の評価【一部見直し】
④優良工事表彰または安全管理優良請負者表彰工事の評価【一部見直し】

⑤継続教育(CPD)の評価【一部見直し】
⑥資格の取得状況の評価【一部見直し】
⑦災害協定締結の有無及び災害時に活用可能な作業船の自社保有状況の評価【一部見直し】

方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

2



港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度の入札・契約及び総合評価の実施方針について

3

方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（１）競争環境の確保
①配置予定技術者の参加要件の緩和【一部見直し】

施工実績（専任技術者）における同種工事の数値要件について、施工実績（企業）における同種工事の要件と同等に
設定しているが、技術者不足のため、技術者が確保出来るよう工事毎の内容を踏まえ、技術者の技術要件や数値要件
を緩和する。

平成25年度実施件数：３件
○水島港水島玉島地区臨港道路（玉島側）橋梁上部工事（主要工種：橋梁上部工（製作及び架設））

○広島港廿日市地区泊地（-12m）浚渫工事 （主要工種：ポンプ浚渫）

○鳥取港千代地区防波堤（第１）（西）築造工事 （主要工種：基礎捨石（機械均し））

企業における同種工事の要件 技術者における同種工事の要件

（特定JVの代表者の場合）
・ポンプ式浚渫船による海上での浚渫あるいは床掘工事において浚渫土量100,000
ｍ3以上の施工実績を有すること｡

（特定JVの代表者の場合）
・ポンプ式浚渫船による海上での浚渫あるいは床掘工事において浚渫土量50,000ｍ
3以上の施工実績を有すること｡

企業における同種工事の要件 技術者における同種工事の要件

１）海上工事での計画数量６，０００ｍ３以上の基礎捨石（グラベルマットを含む）を施工した工事
２）海上工事で基礎捨石（グラベルマットを含む）の水中バックホウによる機械均しを施工した工事

・海上工事での計画数量６，０００ｍ３以上の基礎捨石（グラベルマットを含む）を施工した工事

企業における同種工事の要件 技術者における同種工事の要件

工場製作及び架設の要件
１）構造形式が鋼連続箱桁橋であること。
２）道路橋（A活荷重のものを除く）又は、鉄道橋（ﾓﾉﾚｰﾙ及び新交通は除く）であること。
３）最大支間長が50ｍ以上であること。

工場製作の要件
１）構造形式が鋼連続箱桁橋であること。
２）道路橋（A活荷重のものを除く）又は、鉄道橋（ﾓﾉﾚｰﾙ及び新交通は除く）であること。
３）最大支間長が50ｍ以上であること。
架設の要件
１）構造形式が鋼連続桁橋であること。
２）道路橋（A活荷重のものを除く）又は、鉄道橋（ﾓﾉﾚｰﾙ及び新交通は除く）であること。
３）最大支間長が50ｍ以上であること。



港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度の入札・契約及び総合評価の実施方針について

4

方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（１）競争環境の確保

②競争参加資格における企業の営業拠点【一部見直し】
発注等級が「Ｂ＋Ａ」の場合、Ａ等級企業の営業拠点を以下のとおりとする。

現 　行 見直し案

A等級企業営業拠点
島根県、鳥取県、岡山県、広島県及び山口県内のいず
れかに建設業法に基づく本店､支店又は営業所が所在
すること｡

当該県内に建設業法に基づく本店､支店又は営業所が
所在すること｡

B等級企業営業拠点
当該県内に建設業法に基づく本店､支店又は営業所が
所在すること｡

同左



港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度の入札・契約及び総合評価の実施方針について（案）

5

方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（２）評価項目の更なる見直し
① 【企業の能力等】工事で使用する作業船保有状況の評価【新規設定】

港湾工事の実施にあたり、必要不可欠な作業船の保有及び買い換えの促進を図るため、工事で使用する作業船の保有
状況等の 評価項目を設定する。

※配点は総合評価タイプ別に異なる。上記は施工能力評価型（Ⅰ型）の場合。

■対象工事
下記の主作業船を使用する工事（技術提案評価Ａ型、技術提案評価Ｓ型(WTO)、技術提案評価Ｓ型（チャレンジ型）を除く）

■評価対象

対象工事に使用する主作業船

■評価項目の考え方

①ポンプ浚渫船 ⑥空気圧送船 ⑪コンクリートミキサー船

②グラブ浚渫船 ⑦旋回起重機船 ⑫ケーソン製作用台船

③バックホウ浚渫船 ⑧固定起重機船 ⑬深層混合処理船

④リクレーマ船 ⑨クレーン付台船 ⑭サンドドレーン船

⑤バージアンローダ船 ⑩杭打船 ⑮サンドコンパクション船

※港湾請負工事積算基準２－１－（１６）「主な港湾工事用作業船の積算基準上の扱い」に記載のある主作業船を対象とする。

評価項目 配点 評価基準

2 対象工事に使用する作業船団のうち、いずれかの作業船を自社保有している。

1 対象工事に使用する作業船団のうち、いずれかの作業船を共同保有している。

0 対象工事に使用する作業船団のうち、いずれの作業船も保有していない。

2
 ＜作業船の保有＞にて提示した作業船（自社保有または共同保有）に設置されている原動機がすべて窒素酸化物放出
基準を満足している。

1
下請を予定している作業船（自社保有または共同保有）に設置されている原動機がすべて窒素酸化物放出基準を満足し
ている。

0
作業船が窒素酸化物放出基準を満足していない。又は、国際大気汚染防止原動機証書の提出がない場合。

作業船の保有

作業船の環境基準
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方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（２）評価項目の更なる見直し

② 【企業の能力等】若手技術者等の雇用【新規設定】
建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と高齢化が進行するとともに若手の就業者が減少しており、次世代

への技術承継が大きな課題である。
業界団体からの要望及び二極化の柱の一つである「地域社会の担い手確保に資する評価の導入」を踏まえ、若手技術者の

育成につながる評価項目について設定する。
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建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

出典：総務省「労働力調査」

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業就業者の高齢化の進行
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方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（２）評価項目の更なる見直し
② 【企業の能力等】若手技術者等の雇用【新規設定】

■対象工事（総合評価タイプ）

施工能力評価型Ⅰ型及び施工能力評価型Ⅱ型
■評価対象：若手技術者等は、【（１）又は（２）】に該当する者

（１）建設業法施行規則第7条の3の2項に示す土木工事業、舗装工事業、しゅんせつ工事業及び鋼構造物工事
業に該当する資格を有している者で、審査基準日（申請書の提出期限日）において満年齢２９歳以下の者

（２）建設業法施行規則第1条（国土交通省令で定める学科）に示す土木工事業、舗装工事業、しゅんせつ工事
業及び鋼構造物工事業に該当する学科（高校、高専、大学）の新卒者で、審査基準日（申請書の提出期限日）
において満年齢２９歳以下の者。

■評価項目の考え方

建築学に関する学科

土木工学（農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑地又は造園に関する学科を含む。）、都市工学、衛生工学又は交通工学に関する学科

機械工学に関する学科

建設業法施行規則　第１条（国交省令で定める学科）で定める学科（土木工事業、舗装工事業、しゅんせつ工事業及び鋼構造物工事業が対象）

建設業法施行規則　第7条の3の2項で定める資格（土木工事業、舗装工事業、しゅんせつ工事業及び鋼構造物工事業が対象）

建設部門又は総合技術監理部門（建設部門）

建設部門「鋼構造及びコンクリート」又は総合技術監理部門（建設部門「鋼構造及び コンクリート」）

農業部門「農業土木」又は総合技術監理部門（農業部門「農業土木」）

森林部門「森林土木」又は総合技術監理部門（森林部門「森林土木」）

水産部門「水産土木」又は総合技術監理部門（水産部門「水産土木」）

技能
検定

職業能力開発促進法
1級鉄工技能士（「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」）もしくは2級鉄工技能士（「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」）で合格した後鋼構造物工事に関し三年以上実務の経験を有する者

技
術
士

１級土木施工管理技士又は２級土木施工管理技士（種別「土木」）

１級又は２級建設機械施工技士

１級建築施工管理技士又は２級建築施工管理技士 （種別「躯体」）

１級建築士

評価項目 配点 評価基準

1
平成24年4月1日以降に建設業法施行規則第7条の3の2項に示す土木工事業、舗装工事業、しゅんせつ工事業及び鋼構造物工事業に該当する資格を有
する満年齢２９歳以下の者の雇用、又は、平成24年4月1日以降に建設業法施行規則第1条に示す土木工事業、舗装工事業、しゅんせつ工事業及び鋼構
造物工事業に該当する学科を卒業した満年齢２９歳以下の新卒者の雇用。

0.5 平成24年4月1日以降に上記以外の高校、高専、大学等を卒業した満年齢２９歳以下の新卒者の雇用

0 無し

若手技術者等の雇用
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方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（２）評価項目の更なる見直し
③ 【企業の能力等】技能者の配置状況の評価【一部見直し】

「元請負者職員における当該工事内容に該当する登録基幹技能者の配置状況」について、加算点取得状況等から対象
を下請予定者まで拡大等の見直しする。

④ 【企業の能力等】優良工事表彰または安全管理優良請負者表彰の評価【一部見直し】

「工事で使用する作業船保有状況の評価」を評価する場合、工事成績優秀企業認定制度の表彰（ゴールドカード制度）に
ついては、「優良工事表彰または安全管理優良請負者表彰」に合わせて評価する。

評価項目 配点 評価基準 評価項目 配点 評価基準

2 局長表彰の実績有り 2
・局長表彰または工事成績優秀企業認定制度の
表彰の実績有り

1 事務所長表彰の実績有り 1 事務所長表彰の実績有り

0 表彰なし 0 表彰なし

中国地方整備局管内（港湾空港関係）の当該工種の
優良工事表彰または安全管理優良請負者表彰
[過去５年間(平成21～25年度)]

中国地方整備局管内（港湾空港関係）の当該工種の
優良工事表彰または安全管理優良請負者表彰[過去
５年間(平成21～25年度)]または工事成績優秀企業認
定制度の表彰（港湾空港関係）[過去２年間(平成24・
25年度)]

※評価点は総合評価タイプ別に異なる。上記は施工能力評価型Ⅰ型（地域貢献等追加）の場合

評価項目 配点 評価基準 評価項目 配点 評価基準

1 登録基幹技能者の配置あり 1 登録基幹技能者の配置あり

0 配置なし 0 配置なし

元請負者職員（主任（監理）技術者以外）又は、下
請け協力企業職員において指定する種類の登録
基幹技能者の配置状況　注）

元請負者職員（主任（監理）技術者以外）における
当該工事内容に該当する登録基幹技能者の配置
状況　注）

注) 登録基幹技能者の種類に該当する本工事内容の工種を実施する全期間に配置できる者
を評価の対象とする。

注) 登録基幹技能者の種類に該当する本工事内容の工種を実施する期間に配置できる者を
評価の対象とする。
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方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（２）評価項目の更なる見直し

⑤ 【技術者の能力等】継続教育(CPD)の評価【一部見直し】
平成24年度より評価基準となる単位数は、各団体が推奨する単位数及び年平均取得単位数を参考として、各団体の推奨

する単位の２割程度を評価対象としていたが、（一社）全国土木施工監理技士会連合会の単位の取得状況から平成26年度
より 各団体推奨単位以上の取得には加算点の満点を与え、各団体推奨単位の５割以上の取得には半分の加算点与えるよ
うに評価基準の見直しを行う。なお、満点の取得単位は、５年間の各団体推奨単位とする。

評価項目 配点 評価基準 評価項目 配点 評価基準

1 評価基準を満足している。 1 評価基準を満足している。

0 評価基準を満足していない。 0.5 評価基準の5割を満足している。

0 評価基準の5割を満足していない。

継続教育学習（CPD)
継続教育学習（CPD)

※５年間の推奨単位が設定されていない場合は、推奨単位を５年間当たりの単位数に換算して設定する。

評価基準
（取得単位）

評価点1.0 評価点1.0 評価点0.5

10ﾎﾟｲﾝﾄ／年又は

50ﾕﾆｯﾄ／5年

2 （一社）建設コンサルタンツ協会 10単位／年 2 （一社）建設コンサルタンツ協会 250単位／5年 125単位／5年 50単位／年

3 （公社）地盤工学会 10ﾎﾟｲﾝﾄ／年 3 （公社）地盤工学会 250ﾎﾟｲﾝﾄ／5年 125ﾎﾟｲﾝﾄ／5年 50ﾎﾟｲﾝﾄ／年

5
土質・地質技術者生涯学習協議会
（一社）全国地質調査業協会連合会

－ 5
土質・地質技術者生涯学習協議会
（一社）全国地質調査業協会連合会

250CPD単位／5年 125CPD単位／5年 250CPD単位／5年

10単位／年又は

50単位／5年

10単位／年又は

50単位／5年

10CPD時間／年又は 50CPD時間／年

30CPD時間／3年 150CPD時間／3年

12単位／年

60単位／5年

10 （公社）日本造園学会 10単位／年 10 （公社）日本造園学会 250単位／5年 125単位／5年 50単位／年

11 （公社）日本都市計画学会 10単位／年 11 （公社）日本都市計画学会 250単位／5年 125単位／5年 50単位／年

12 （公社）農業農村工学会 10単位／年 12 （公社）農業農村工学会 250単位／5年 125単位／5年 50単位／年

20時間／年

100時間／5年

14 （一社）全国上下水道コンサルタント協会 － 14 （一社）全国上下水道コンサルタント協会 250単位／5年 125単位／5年 50単位／年

20ﾎﾟｲﾝﾄ／年

100ﾎﾟｲﾝﾄ／5年
100ﾎﾟｲﾝﾄ／5年 50ﾎﾟｲﾝﾄ／5年

250CPD時間／5年 125CPD時間／5年

60単位／5年 30単位／5年

100時間／5年 50時間／5年

平成２５年度　　ＣＰＤ評価対象団体 平成２６年度　　ＣＰＤ評価対象団体

実施団体 実施団体

評価基準
（取得単位）

各団体
推奨単位等

（参考）

100ﾕﾆｯﾄ／5年 50ﾕﾆｯﾄ／5年 100ﾕﾆｯﾄ／5年

1 （公社）空気調和・衛生工学会 1 （公社）空気調和・衛生工学会 250ﾎﾟｲﾝﾄ／5年 125ﾎﾟｲﾝﾄ／5年

6 （公社）土木学会 250単位／5年 125単位／5年

50ﾎﾟｲﾝﾄ／年

4 （一社）全国土木施工管理技士会連合会 30ﾕﾆｯﾄ／5年 4 （一社）全国土木施工管理技士会連合会

50単位／年

7 （一社）日本環境アセスメント協会 7 （一社）日本環境アセスメント協会 250単位／5年 125単位／5年 50単位／年

6 （公社）土木学会

8 （公社）日本技術士会 8 （公社）日本技術士会

9 （公社）日本建築士会連合会 10単位／年 9 （公社）日本建築士会連合会

13 （一社）森林・自然環境技術者教育会 － 13 （一社）森林・自然環境技術者教育会

15 （一社）全国測量設計業協会連合会 － 15 （一社）全国測量設計業協会連合会
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方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（２）評価項目の更なる見直し

⑥ 【技術者の能力等】資格の取得状況【一部見直し】
平成25年度は、5つの工事種別において、設定している以下資格をすべて評価の対象としていたが、平成26年度は、各工

事種別毎に関連のある資格を設定し、その対象資格のみを評価する。

○：原則、評価対象
△：工事内容により選択
－：設定しない

港湾土木 空港等土木
港湾等

しゅんせつ
港湾等

鋼構造物
空港等舗装

１級土木施工管理技士 ○ １級土木施工管理技士 ○ ○ ○ ○ ○
１級建設機械施工技士 ○ １級建設機械施工技士 ○ ○ ○ ○ ○
１級建築施工管理技士 ○ １級建築施工管理技士 ○ ○ ○ ○ ○
１級建築士 ○ １級建築士 ○ ○ - ○ ○
技術士 ○ 技術士 ○ ○ ○ ○ ○
ＡＰＥＣエンジニア ○ ＡＰＥＣエンジニア ○ ○ ○ ○ ○
土木学会認定技術者 ○ 土木学会認定技術者 ○ ○ ○ ○ ○
ＲＣＣＭ ○ ＲＣＣＭ ○ ○ ○ ○ ○
港湾海洋調査士 ○ 港湾海洋調査士 ○ △ ○ ○ -
水路測量技術 ○ 水路測量技術 ○ △ ○ ○ -
地質調査技士 ○ 地質調査技士 ○ ○ ○ ○ ○
海上工事施工管理技術者 ○ 海上工事施工管理技術者 ○ - ○ ○ -
空港工事施工管理技術者 ○ 空港工事施工管理技術者 △ ○ - △ ○

舗装施工管理技術者 △ ○ - △ ○

評価対象資格 平成25年度 評価対象資格
平成26年度
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方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

（２）評価項目の更なる見直し
⑦ 【地域貢献度・精通度等】

災害協定締結の有無及び災害時に活用可能な作業船の自社保有状況【一部見直し】
災害時に活用可能な自社作業船を保有している企業を加点評価しており、保有評価の形態については、自社保有としてい

るが、共同保有についても評価の対象とする。

また、【企業の能力等】で「工事で使用する作業船保有状況の評価」を設定した場合、「災害協定締結の有無」のみを設定
する。

評価項目 配点 評価基準

1
平成25年度に中国地方整備局（港湾空港関係）と災害
協定を締結している。

0
平成25年度に中国地方整備局（港湾空港関係）と災害
協定を締結していない。

平成26年度の災害協定締結の有無

空港等土木工事及び空港等舗装工事においては、作業船等の自社保有または共同保有を評価する。
○作業船等とは、上記記載の作業船に加え、陸上機械「バックホウ、ブルドーザ、ダンプトラック、移動式クレーン」を示す。

注）港湾土木工事及び港湾等鋼構造物工事において「工事で使用する作業船保有状況の評価」を設定しない場合は、作業船「浚渫船、起重機船（クレーン付台船含む）、杭打船、コンクリートミキサー船、地
盤改良船、ケーソン製作用台船、揚土船、引船（押船含む）、交通船、土運船、揚錨船、台船、ガット船（ガットバージ含む）、潜水士船」の自社保有または共同保有を評価する。

評価項目 配点 評価基準 評価項目 配点 評価基準

1
平成25年度に中国地方整備局（港湾空港関係）と災害協定を締結
しており、作業船（等）の自社保有がある

1
平成26年度に中国地方整備局（港湾空港関係）と災害協定を締
結しており、作業船（等）を自社保有または共同保有している

0.5
平成25年度に中国地方整備局（港湾空港関係）と災害協定を締結
している、あるいは作業船（等）の自社保有がある

0.5
平成26年度に中国地方整備局（港湾空港関係）と災害協定を締
結している、あるいは作業船（等）を自社保有または共同保有し
ている

0 上記以外 0 上記以外

平成26年度の災害協定締結の有無
及び災害時に活用可能な作業船（等）
の自社保有状況

平成25年度の災害協定締結の有無
及び災害時に活用可能な作業船（等）
の自社保有状況
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（１）技術提案に係る競争参加者の負担の低減
①総合評価落札方式適用区分の見直し【一部見直し】

施工能力評価型Ⅰ型（施工計画重視型、地域貢献等追加）について、総合評価タイプと工事内容の適合性を踏まえ、
施工能力評価型Ⅰ型（地域貢献等追加）へ見直しを行い、競争参加者、発注者の負担低減を図る。

5.8 5.8

2.5 2.5

2.0 2.0

0.9 0.9

0.0 0.0

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

※ランク分けの額については、港湾土木、港湾等しゅんせつ、空港等土木の場合 ※ランク分けの額については、港湾土木、港湾等しゅんせつ、空港等土木の場合

○平成２５年度

工
事

規
模

（
予

定
価

格
　

単
位

：
億

円
） 本

官

Ｗ
Ｔ
Ｏ

Ａ

分
任
官

Ｂ

工事技術的難易度

Ｃ

○平成２６年度

工
事

規
模

（
予

定
価

格
　

単
位

：
億

円
） 本

官

Ｗ
Ｔ
Ｏ

Ａ

Ｂ

分
任
官

Ｃ

工事技術的難易度

施工能力
評価型Ⅱ型

施工能力
評価型Ⅰ型

施工能力
評価型Ⅰ型
（施工計画
重視型、

地域貢献等
追加）

技術提案評価型Ｓ型
又は

技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

技術提案評価型Ｓ型
（地域貢献等追加）

又は
技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

技術提案評価型Ｓ型

（ＷＴＯ）

施工能力
評価型Ⅱ型
（地域貢献
等追加）

施工能力
評価型Ⅰ型
（地域貢献等

追加）

技術提案

評価型Ａ型

（ＷＴＯ）

技術提案
評価型Ｓ型

又は
技術提案

評価型Ａ型

施工能力
評価型Ⅱ型

施工能力
評価型Ⅰ型

技術提案評価型Ｓ型
又は

技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

技術提案評価型Ｓ型
（地域貢献等追加）

又は
技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

技術提案評価型Ｓ型

（ＷＴＯ）

施工能力
評価型Ⅱ型
（地域貢献
等追加）

施工能力
評価型Ⅰ型

（地域貢献等追加）

技術提案

評価型Ａ型

（ＷＴＯ）

技術提案
評価型Ｓ型

又は
技術提案

評価型Ａ型

方針Ⅲ：技術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低減・効率化
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（１）技術提案に係る競争参加者の負担の低減
②総合評価落札方式の適用区分に応じた技術的所見数の設定【一部見直し】
施工能力評価型Ⅰ型及び施工能力評価型Ⅰ型（地域貢献等追加）について、総合評価タイプと工事内容の適合性を踏まえ、

工事技術的難易度に応じた技術的所見数の見直しを行い、競争参加者の負担低減を図る。

方針Ⅲ：技術提案に係る競争参加者、発注者双方の負担の低減・効率化

5.8

2.5

2.0

0.9

0.0

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

工事技術的難易度

Ｂ

分
任
官

Ｃ

Ａ

○平成２６年度

工
事

規
模

（
予

定
価

格
　

単
位

：
億

円
） 本

官

Ｗ
Ｔ
Ｏ

施工能力
評価型Ⅱ型

施工能力
評価型Ⅰ型

技術提案評価型Ｓ型
又は

技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

技術提案評価型Ｓ型
（地域貢献等追加）

又は
技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

技術提案評価型Ｓ型

（ＷＴＯ）

施工能力
評価型Ⅱ型
（地域貢献
等追加）

施工能力
評価型Ⅰ型

（地域貢献等追加）

技術提案

評価型Ａ型

（ＷＴＯ）

技術提案
評価型Ｓ型

又は
技術提案

評価型Ａ型
2所見/
テーマ

2所見/
テーマ

3所見/
テーマ

技術提案評価型Ａ型
（ＷＴＯ）

４ﾃｰﾏ
（2～4ﾃｰﾏ）

3提案／ﾃｰﾏ
（3～5提案／ﾃｰﾏ）

４ﾃｰﾏ 3提案／ﾃｰﾏ

技術提案評価型Ｓ型
（ＷＴＯ）

２ﾃｰﾏ
（1～2ﾃｰﾏ）

３提案／ﾃｰﾏ
（3～5提案／ﾃｰﾏ）

２ﾃｰﾏ ３提案／ﾃｰﾏ

技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

２ﾃｰﾏ
（1～2ﾃｰﾏ）

３提案／ﾃｰﾏ
（3～5提案／ﾃｰﾏ）

２ﾃｰﾏ ３提案／ﾃｰﾏ

技術提案評価型Ｓ型
１ﾃｰﾏ

（1～2ﾃｰﾏ）
３提案／ﾃｰﾏ

（3～5提案／ﾃｰﾏ）
１ﾃｰﾏ ３提案／ﾃｰﾏ

技術提案評価型Ｓ型
（地域貢献等追加）

１ﾃｰﾏ
（1～2ﾃｰﾏ）

３提案／ﾃｰﾏ
（3～5提案／ﾃｰﾏ）

１ﾃｰﾏ ３提案／ﾃｰﾏ

施工能力評価型Ⅰ型
１ﾃｰﾏ

（1～2ﾃｰﾏ）
３所見／ﾃｰﾏ

（3～5所見／テーマ）
施工能力評価型Ⅰ型 技術的難易度Ⅱ １ﾃｰﾏ ２所見／ﾃｰﾏ

施工能力評価型Ⅰ型
（施工計画重視型、
地域貢献等追加）

１ﾃｰﾏ
（1～2ﾃｰﾏ）

３所見／ﾃｰﾏ
（3～5所見／テーマ）

技術的難易度Ⅲ １ﾃｰﾏ ３所見／ﾃｰﾏ

施工能力評価型Ⅰ型
（地域貢献等追加）

１ﾃｰﾏ
（1～2ﾃｰﾏ）

３所見／ﾃｰﾏ
（3～5所見／テーマ）

技術的難易度Ⅱ １ﾃｰﾏ ２所見／ﾃｰﾏ

施工能力評価型Ⅱ型 － － － －

施工能力評価型Ⅱ型
（地域貢献等追加）

－ － － －

技術提案評価型Ｓ型

技術提案評価型Ｓ型
（地域貢献等追加）

総合評価タイプ

施工能力評価型Ⅱ型
（地域貢献等追加）

平成２５年度 平成２６年度

指定テーマ数 提案数

施工能力評価型Ⅰ型
（地域貢献等追加）

施工能力評価型Ⅱ型

技術提案評価型Ｓ型
（ＷＴＯ）

技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

提案数総合評価タイプ 指定テーマ数

技術提案評価型Ａ型
（ＷＴＯ）
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（参考）総合評価タイプ毎の配点と技術提案数

企業の施
工能力

配置予定
技術者の

能力

地域精通
度

地域貢献
度

企業の施
工能力

配置予定
技術者の

能力

地域精通
度

地域貢献
度

技術提案評価型Ａ型
（ＷＴＯ）

７０点

７０点
（段階選抜）

簡易な技術提案

２０点

（段階選抜）

２０点

（段階選抜）

２０点
－ －

技術提案を評

価

技術提案評価型Ａ型
（ＷＴＯ）

７０点

７０点
（段階選抜）

簡易な技術提案

２０点

（段階選抜）

２０点

（段階選抜）

２０点
－ －

技術提案を評

価

技術提案評価型Ｓ型
（ＷＴＯ）

６０点
６０点

２ﾃｰﾏ（1～2ﾃｰﾏ）
３提案／ﾃｰﾏ

（段階選抜）

１５点

（段階選抜）

１５点
－ －

技術提案の点

数に乗じる

技術提案評価型Ｓ型
（ＷＴＯ）

６０点
６０点
２ﾃｰﾏ

３提案／ﾃｰﾏ

（段階選抜）

１５点

（段階選抜）

１５点
－ －

技術提案の点

数に乗じる

技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

５０点
（40～50点）

４０点（30～40点）
２ﾃｰﾏ（1～2ﾃｰﾏ）

３提案／ﾃｰﾏ
５点 ５点 － －

技術者の能力

等及び技術提

案の点数に乗

じる

技術提案評価型Ｓ型
（チャレンジ型）

５０点
４０点
２ﾃｰﾏ

３提案／ﾃｰﾏ
５点 ５点 － －

技術者の能力

等及び技術提

案の点数に乗じ

る

技術提案評価型Ｓ型
６０点

（50～60点）

４０点（30～40点）
１ﾃｰﾏ（1～2ﾃｰﾏ）

３提案／ﾃｰﾏ
１０点 １０点 － －

技術者の能力

等及び技術提

案の点数に乗

じる

技術提案評価型Ｓ型 ６０点
４０点
１ﾃｰﾏ

３提案／ﾃｰﾏ
１０点 １０点 － －

技術者の能力

等及び技術提

案の点数に乗じ

る

技術提案評価型Ｓ型
（地域貢献等追加）

６０点
（50～60点）

４０点（30～40点）
１ﾃｰﾏ（1～2ﾃｰﾏ）

３提案／ﾃｰﾏ
８点 ８点 ３点 １点

技術者の能力

等及び技術提

案の点数に乗

じる

技術提案評価型Ｓ型
（地域貢献等追加）

６０点
４０点
１ﾃｰﾏ

３提案／ﾃｰﾏ
８点 ８点 ３点 １点

技術者の能力

等及び技術提

案の点数に乗じ

る

施工能力評価型Ⅰ型 ４０点

簡易な施工計画
可・不可で評価

不可の場合、欠格
１ﾃｰﾏ（1～2ﾃｰﾏ）

３所見／ﾃｰﾏ

２０点 ２０点 － －

技術者の能力等の

点数に乗じる

施工計画が不可の

場合、欠格

施工能力評価型Ⅰ型 ４０点

簡易な施工計画
可・不可で評価

不可の場合、欠格
１ﾃｰﾏ

2所見/ﾃｰﾏ

２０点 ２０点 － －

技術者の能力等の

点数に乗じる

施工計画が不可の

場合、欠格

施工能力評価型Ⅰ型
（施工計画重視型、
地域貢献等追加）

４０点

簡易な施工計画
２０点

１ﾃｰﾏ（1～2ﾃｰﾏ）
３所見／ﾃｰﾏ

８点 ８点 ３点 １点

技術者の能力等の

点数に乗じる

施工計画が不可の

場合、欠格

施工能力評価型Ⅰ型
（地域貢献等追加）

４０点
簡易な施工計画
可・不可で評価

不可の場合、欠格
１６点 １６点 ６点 ２点

技術者の能力等の

点数に乗じる

施工計画が不可の

場合、欠格

施工能力評価型Ⅱ型 ４０点 － ２０点 ２０点 － － － 施工能力評価型Ⅱ型 ４０点 － ２０点 ２０点 － － －

施工能力評価型Ⅱ型
（地域貢献等追加）

４０点 － １６点 １６点 ６点 ２点 －
施工能力評価型Ⅱ型
（地域貢献等追加）

４０点 － １６点 １６点 ６点 ２点 －

※H25d年度は段階選抜及びヒアリングは実施していない。

※技術提案評価型Ａ型（ＷＴＯ）のヒアリングは、必須。

※技術提案評価型Ｓ型、施工能力評価型Ⅰ型のヒアリングは、必要に応じて実施。

※段階選抜は、必要に応じて実施。
　なお、技術提案評価型Ｓ型、施工能力評価型Ⅰ型で段階選抜を実施する場合は、施工能力等の評価を採用する。

平成２５年度

総合評価タイプ 配点

配点内訳

施工能力等 地域

技術提案

施工能力等 地域

ヒアリング

※技術提案評価型Ａ型（ＷＴＯ）のヒアリングは、必須。

※技術提案評価型Ｓ型、施工能力評価型Ⅰ型のヒアリングは、必要に応じて実施。

※段階選抜は、必要に応じて実施。
　なお、技術提案評価型Ｓ型、施工能力評価型Ⅰ型で段階選抜を実施する場合は、施工能力等の評価を採用する。

簡易な施工計画
可・不可で評価

不可の場合、欠格
１ﾃｰﾏ

難易度Ⅲ：3所見/ﾃｰﾏ
難易度Ⅱ：2所見/ﾃｰﾏ

１６点 １６点 ６点 ２点

技術者の能力等の

点数に乗じる

施工計画が不可の

場合、欠格

ヒアリング

平成２６年度

総合評価タイプ 配点

配点内訳

技術提案

施工能力評価型Ⅰ型
（地域貢献等追加）

４０点
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◆専任補助者の配置による若手技術者育成型の試行工事の実施
○現場経験が少ない等、主任（監理）技術者に登用されにくい若手技術者の育成、技術力向上を目指し、

経験豊富な専任補助者を配置し、専任補助者を若手技術者の代わりに総合評価の評価対象とする工事
を試行する。

●入札方式及び総合評価方式の試行

平成25年度
若手
監理

技術者

評価：低

総合評価時
（成績、実績等の加

算点評価）

平成26年度
（試行）

若手
監理

技術者

専任
補助者

（ベテラン
技術者）

評価対象外
（評価：低）

評価対象
（評価：高）

総合評価時
（成績、実績等の加

算点評価）

技術者としての評価が低いため、配置予定技術者として
申請できない。又は申請しても落札できない。

専任補助者の実績を評価することにより、主任（監理）技術者に登用さ
れにくい若手技術者の育成、技術力向上を目指す。 15

【若手技術者】
・若手技術者は、審査基準日（申請書の提出期限日）において満４０歳以下のものとする。
・若手技術者は、主任（監理）技術者となりうる資格並びに同種工事の施工実績を有していること。

【専任補助者】
・専任補助者は、主任（監理）技術者となりうる資格並びに同種工事の施工実績を有していること。
・専任補助者は、現場代理人との兼務は可能とする。
・専任補助者は、主任（監理）技術者を専任で配置すべき期間と同じ期間配置するものとする。

■技術者配置の条件

■対象工事：技術提案評価型S型（WTO)を除くすべての工事
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●入札方式及び総合評価方式の試行

◆入札工事説明会（試行）に係る取り組み
○従来の対面式での入札工事説明会は、競争参加希望者が一堂に会すことから談合の助長につながることが
懸念されるため、平成24年10月2日以降に公告する全ての本官工事を対象に、説明会の代わりとして工事概要
（工事内容、施工位置図、標準断面図等）、技術提案内容（指定テーマ設定の背景、評価しない技術提案、評価
基準等）、注意事項（技術提案に関する事項、申請書に関する事項）等を記載した「補足資料」を公告資料に添
付している。

平成26年度も引き続き「補足資料」を添付すると共に、工事内容が複雑な橋梁工事等についてはインターネッ
トを活用した「入札工事説明会」を試行する。（平成26年度は１～３件を試行予定）
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◆地元企業活用促進型
○地域企業に対する評価を推進することが、工事全体の品質確保の観点からも重要であることを踏まえ、
工事の一定の割合を分担する下請企業や資材会社の活用率等を適切に評価する。

平成26年度も平成25年度と同様にＡ、Ｂランクを対象とする工事にて数件程度実施する予定。
平成25年度実績 ４件〔港湾土木、空港等土木〕



港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度の入札・契約の実施方針について

通常指名競争入札方式は原則採用しない。
（但し、災害発生時等、やむを得ない事情で緊急に発注せざるを得ない業務を除く。）

方針Ⅰ：品質の向上及び競争性の確保

方針Ⅱ：企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

２．平成２６年度の入札・契約の基本方針（業務関係）

①若手技術者育成支援制度の試行の追加

◇ 制度の概要

• 若手技術者（４０歳以下）の育成支援を目的に、管理技術者経験が乏しい若手技術者を予定管理技術者として登録し、企業として
品質を確保しつつ、若手の管理技術者を育成するための技術者（以下、「管理補助技術者」という。）を配置することが可能。ただ
し、管理補助技術者は、管理技術者に必要な資格要件（資格、同種・類似業務実績等）を全て有する者とし、当該業務の担当技
術者として登録するものとする。

• その際の技術者の評価は、管理補助技術者の評価点を採用する。

• 技術提案書のヒアリングは、管理技術者と管理補助技術者のいずれでも可とする。なお、若手管理技術者へヒアリングを行う場
合、管理補助技術者を同席させることができる。

管理技術者

従来の業務

担当技術者

管理技術者

（若手技術者）

今回の試行

担当技術者

管理補助技術者

（担当技術者）

若手の育成・

品質の確保

管理補助技術者の配置は任意

（１）評価項目の更なる見直し

（１）競争性の確保
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港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度の入札・契約の実施方針について

②評価項目及び評価ウエイトの見直し

評価項目及び評価ウエイトは、以下のとおり見直す。

1. 総合評価落札方式「価格評価点：技術評価点＝１：２、１：１」の「その他」は、他の項目へ評価点を配分
することから、評価しない項目とする。

2. 総合評価落札方式・プロポーザル方式の「ﾃｰﾏ間整合性」は、他の項目へ評価点を配分することか
ら、評価しない項目とする。

3. 総合評価落札方式の「価格評価点：技術評価点＝１：２」は、「１：３」（2テーマ）との技術的難易度区分
を明確化するため、1テーマとする。

4. 総合評価落札方式の「１：２」を、1テーマにすることに伴い、「経験及び能力」と「技術提案」の評価点割
合は、23%：77%とする。（H25の1テーマの評価割合は、30%：70%）

　
(高度）

プロポーザル方式
　　又は

総合評価落札方式 プロポーザル方式

総合評価落札方式 プロポーザル方式
　　又は

総合評価落札方式

(高度）

　

（標準型・簡易型）必
要
と
さ
れ
る
知
識

　

　

（標準型・簡易型）

価格競争方式 　

（標準型・簡易型）

必要とされる構想力・応用力

調達方式イメージ図
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港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度 プロポーザル方式の評価項目及び評価ウエイト

①選定時

配分 配分
資　　格 4 5

8 10
25 25
5 5

資　　格 4 5
専門技術力 10 10
地域精通度 4 5

34 30
6 5

100% 100 100 100% 100 100

②特定時

配分 配分
技術者資格等 技術者資格等 4 5
業務執行技術力 同種又は類似業務等の実績 8 10
地域精通度 周辺地域における業務実績 4 5

業務の成績 20 20
技術者表彰又は業務表彰経験 5 5
過去の技術提案に関する評価実績 5 5
目的、条件、内容の理解度 16 20
実施フローの妥当性 8 10
工程計画の妥当性 8 10
有益な代替案等 8 10

全体 整合性 特定テーマ間の整合性 10 -
与条件との整合性
キーワードの網羅
事業難易度の考慮
説得力
提案内容の裏付け
利用予定資料の適切性

特定ﾃｰﾏ２ 52 60
100% 200 200 100% 220 220

平成26年度運用

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式
（総合評価型）

ウエイト

15% 15

35% 35

30

54.5% 120

30

22.7%

9.1% 20

ウエイト

50

13.6% 30

企
業

評価
項目

評価の着目点

ウエイト

30

12% 12

30%

技術部門登録
同種又は類似業務等の実績

40% 40

15% 30

ウエイト

平成25年度運用

8%

　

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式
（総合評価型）

20%18% 18

平成26年度運用

30% 30

20

業務の成績

平成25年度運用

業務表彰の有無

評価の着目点

合　　　　　計

同種又は類似業務等の実績
周辺地域における業務実績
業務の成績

専門技術力

予
定
技
術
者

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式
（総合評価型）

合　　　　　計

特定ﾃｰﾏ１

実現性

的確性
特
定
テ
ー
マ
に

対
す
る
技
術
提
案

的確性、実現性について上記を準用

26

業務の理解度実
施
方
針
等

26

専門技術力

実施手順

57% 114

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式
（総合評価型）

技術者表彰の有無

技術者資格等

その他

管
理
技
術
者

16

20% 40

評価
項目

予
定
技
術
者 業務執行技術力

技術提案：

23% ： 77%

経験及び能力

【プロポーザル方式】
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港湾空港部
国土交通省

中国地方整備局 平成２６年度 総合評価落札方式の評価項目及び評価ウエイト

①選定時

配分 配分 配分 配分 配分 配分
資　　格 4 4 4 15% 15 5 15% 15 5 5

専門技術力 8 8 8 10 10 10
25 25 25 30% 30 25 30% 30 25 25
5 5 5 5 5 5

資　　格 4 4 4 20% 20 5 20% 20 5 5
専門技術力 10 10 10 10 10 10
地域精通度 4 4 4 5 5 5

34 34 34 35% 35 30 35% 35 30 30
6 6 6 5 5 5

100% 100 100 100% 100 100 100% 100 100 100% 100 100 100% 100 100 100% 100 100

②入札時

配分 配分 配分 配分 配分 配分
技術者資格等 技術者資格等 4 6 10 5 5 10
業務執行技術力 同種又は類似業務等の実績 8 12 20 10 10 20
地域精通度 周辺地域における業務実績 4 6 10 5 5 10

業務の成績 25 30 50 25 25 60
技術者表彰又は業務表彰経験 5 6 10 5 5 10
目的、条件、内容の理解度 16 18 40 20 20 50
実施フローの妥当性 8 10 20 10 15 30
工程計画の妥当性 8 10 20 10 15 30
有益な代替案等 8 10 20 10 - -

全体 整合性 評価テーマ間の整合性 10 - - - - -
与条件との整合性
キーワードの網羅
事業難易度の考慮
説得力
提案内容の裏付け
利用予定資料の適切性

評価ﾃｰﾏ２ 52 - - 60 - -

100% 200 200 100% 200 200 100% 200 200 100% 220 220 100% 220 220 100% 220 220

-

30 60 -

- -

30 60

54.5% 120 54.5% 120

31.8%

110

13.6% 30

50 22.7% 50 50.0%

13.6% 30 70

総合評価（標準型） 総合評価（簡易型）

２ﾃｰﾏ １ﾃｰﾏ
ウエイト

9.1% 20 18.2%

35% 35

ウエイト

40

２ﾃｰﾏ １ﾃｰﾏ
ウエイト ウエイト

20% 20

30% 30

15% 15

ウエイト

平成26年度運用

総合評価（簡易型）総合評価（標準型）

平成25年度運用 平成26年度運用

２ﾃｰﾏ １ﾃｰﾏ

総合評価（簡易型）

平成25年度運用

-

30%

ウエイト

9.1% 20

50% 100

ウエイト

60

22.7%

１ﾃｰﾏ
ウエイトウエイト

8% 16

２ﾃｰﾏ

1818%

40

20%

総合評価（簡易型）

40

40%

18% 36

46

30% 30

24

24% 48

総合評価（標準型）

12%

30%

ウエイト

12

評
価
項
目

評価の着目点

業務表彰の有無
専門技術力

業務の成績
企
業

同種又は類似業務等の実績
技術部門登録

合　　　　　計

同種又は類似業務等の実績
周辺地域における業務実績
業務の成績
技術者表彰の有無

専門技術力

予
定
技
術
者

技術者資格等

30% 30

12% 12 12% 12

18% 18% 18

40% 4040%

評
価
項
目

管
理
技
術
者 業務執行技術力

評価の着目点

予
定
技
術
者

合　　　　　計

評価ﾃｰﾏ１

実現性

的確性
評
価
テ
ー

マ
に

対
す
る
技
術
提
案

的確性、実現性について上記を準用

20% 40

実
施
方
針
等

業務の理解度

実施手順

その他

26 -

57% 114 - -

26

46% 92

46

ウエイト ウエイト

総合評価（標準型）

経験及び能力

30

18

40

12%

15% 30
： 技術提案

23% ： 77%

【総合評価落札方式】
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